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本日の内容

１．佐野市の概要

２．事業導入の経緯

３．事業概要

４．事業のモニタリング

５．導入効果・今後の課題等
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１．佐野市の概要

◆面積：３５６．０４ ㎢

◆人口(平成２８年４月１日現在)
・総人口：１２０，６８３人

・男 性： ５９，５２９人

・女 性： ６１，１５４人

・世帯数： ５０，０８７世帯
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(1)市の概要



１．佐野市の概要
(2)下水道事業の概要
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◆事業計画の概要

・計画目標年度 ：平成３２年度

・計画面積 ：２，９９９ha

・計画人口 ：７３，４３０人

・日最大計画汚水量 ：４８，９００ｍ3/日

・排除方式 ：分流式（一部合流式）

・処理方式 ：標準活性汚泥法

佐野市公共下水道計画一般図（汚水）

佐野市水処理センター



２．事業導入の経緯
(1)佐野市水処理センター 施設管理の変遷

・昭和５１年７月 佐野市公共下水道（佐野市水質浄化センター）
として供用開始 旧佐野市

・平成７年４月 旧田沼町、旧葛生町を加えた流域下水道となった
（秋山川浄化センター） 栃木県へ移管

・平成２７年３月 平成１７年３月の１市２町合併に伴い
佐野市公共下水道となった（佐野市水処理センター）
佐野市へ移管
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２．事業導入の経緯
(2)事業導入検討（県の管理期間）

平成２３年 ・栃木県環境基本計画策定

→再生可能エネルギー促進に関する基本的な計画がまとまる。

・創エネ事業の検討開始

→太陽光屋根貸出事業、流域下水道施設での消化ガス発電等の検討

※秋山川浄化センター（現：佐野市水処理センター)については、市町村合併に伴い、

平成２７年３月、佐野市に移管される事が決定していた。

⇒譲渡支援策として、維持管理費の軽減を行えるよう検討開始

平成２５年 ・秋山川浄化センター再生可能エネルギー発電事業 導入可能性調査を実施

・ＰＦＩで実施する方針に決定
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栃木県

平成25年度 ＰＦＩ導入可能性調査

・前提条件の整理（事例調査、法規制等の適用可能性検討、消化ガス
発生量等の基本的事項の整理）

・事業スキームの検討
・民間市場調査
・収支予測
・実施方針等の公表に係る書類等の作成支援
・募集・選定に係る書類等の作成支援 等

平成26年度 再生可能エネルギー発電アドバイザリー業務委託

平成26年4月 実施方針等の公表（実施方針、要求水準書（案））
平成26年6月 特定事業の選定
平成26年9月 審査結果の公表、優先交渉権者の決定
平成26年12月 基本協定の締結（基本協定書、基本協定書に係る確認

書）
平成27年3月 事業契約の締結（事業契約書、事業契約書に係る確認

書、消化ガス取引条件等）
平成27年3月 金融機関との直接協定の締結

※平成27年3月31日 流域下水道の移管

２．事業導入の経緯

佐野市

平成27年度 施設の設計・建設

業務概要

平成27年4月 設計業務開始
平成27年9月 建設工事着工
平成28年2月 維持管理及び運営業務仕様書の提出（事業者→市）

平成28年度維持管理及び運営業務実施計画書の提出
（事業者→市）

平成28年3月 総合試運転
平成28年3月 施設完成（事業者）

※平成28年4月1日 維持管理及び運営事業開始
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(3)事業導入経過



３．事業概要
(1)事業スキーム
事業方式
事業期間
供用開始

事業概要

・

・

事業者は、自ら資金調達を行い、消化
ガス発電設備及び太陽光発電設備の
設置、維持管理・運営までを一括して
行う。また、事業終了後、事業者は施
設の所有権を無償にて市に引き渡す。
事業者は、再生可能エネルギー固定価
格買取制度を活用した発電事業により
収益を得て、その収益の一部を市に還
元する。

施設概要

・

・

消化ガス発電　250kW
（マイクロガスエンジン　50kW×５台）
太陽光発電　 940kW
（太陽光パネル0.26kW×3,616枚）

受注者
（SPC)

独立採算型　BOT方式
H27.3～H48.3
H28.4

佐野ハイブリッド発電㈱
　　代表企業　㈱大原鉄工所
　　構成企業　㈱西原環境

7



３．事業概要
(2)佐野市水処理センターフロー
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３．事業概要
(3)消化ガス発電設備フロー
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３．事業概要
(4)太陽光発電設備フロー
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４．事業のモニタリング
(1) 設計・建設モニタリング

設計モニタリング

建設モニタリング

事業者 市

・設計着手前に各種書類を提出
　　設計業務着手届
　　設計計画書
・設計の進捗状況を月１回報告
・建設工事着手前に各種書類を提出
　　設計図書
　　要求水準書との整合性の確認結果報告書

・提出書類の確認
・書類確認結果を事業者に通知

事業者 市

・建設工事着手前に各種書類を提出
　　計算書、仕様書、製作図、施工図、
　　施工計画、工事工程表　等
・建設工事着手前に各種書類を提出
　　工事監理計画書
　　工事監理体制届　等
・期間中に各種書類を提出
　　工事進捗状況報告書
　　工事監理報告書
・試運転期間中に運転日誌を作成し、提出

・提出書類の確認
・書類確認結果を事業者に通知
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４．事業のモニタリング
(2) 維持管理・運営業務モニタリング

モニタリングの種類 事業者 市

定期モニタリング ・供用開始前に各種書類を提出
　　維持管理・運営業務仕様書
　　年間維持管理業務計画書
・各年度末に、各種書類を提出
　　翌年度の年間維持管理・運営業務計画書
・各月の月末に、各種書類を提出
　　月間維持管理・運営業務計画書
・毎月各種書類を作成し、報告
　　点検・保守記録　等
・維持管理・運営業務実施報告書（月報・年報）
　を作成し、市の確認を得る。

・提出書類の確認
・書類確認結果を事業者に通知

随時モニタリング ・市の随時モニタリング協力する。 ・緊急の対応が必要な事故、事件等が発生した場合
・第三者からの苦情、要望等があった場合

　　当該事故等の内容、それに対する対応策、状況を
　　記載した業務報告書を提出させ、確認を行う。
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４．事業のモニタリング
(3) 事業者の財務状況モニタリング

事業者 市

・毎事業年度の財務書類を作成
・毎事業年度の監査報告書を提出
　　公認会計士による会計監査を受けた上で

・提出書類の確認
・必要があると認められた場合、財務状況の改善を勧告できる
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５．導入効果・今後の課題等

14

(1) 発電状況



５．導入効果・今後の課題等

○効果

・地球温暖化防止

・維持管理費の低減

・安定的な事業運営（市のリスク低減）

・平成２８年４月から順調に運営を続けており、現在までに特段の問題はない。

○課題

・人口減少に伴う消化ガス量の確保

・モニタリングノウハウの蓄積

・ＰＦＩ事業担当者の負担増
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(2) 導入効果・課題等

○今後の取組み

・農業集落排水施設の公共下水道への接続

（既存４施設のうち１施設を接続済み、Ｈ28年度中にさらに１施設を接続予定。）

・汚水共同処理（し尿統合）の導入検討


